
（件名） 弾道ミサイルを想定した住民避難訓練（島田市）の実施結果

（静岡県危機管理部危機対策課）

１ 目 的

市内全域において、Jアラートにより伝達される国民保護に係る警報及びミサイル関連情報

等を発報し、住民が日頃活動する様々な状況での弾道ミサイル発射時の避難行動を訓練するこ

とにより、実際に弾道ミサイルが飛来した際の基本的な対応要領に関する理解を深める。同時

に、報道等を通じ、県民全体に対しても避難行動の重要性を広報し、弾道ミサイル発射時の県

民全体の対応能力の向上を図る。

２ 実施の概要

実 施 日 平成２９年１０月２４日（火）

実 施 場 所

及び

実 施 時 間

宝来町周辺 ０８：３０～０８：４０

大井川鐵道家山駅周辺 １０：２１～１０：３３

主 催 内閣官房、総務省消防庁、静岡県、島田市

参加機関等

島田市各自治会（南、宝来町、旭）、島田市消防団、島田警察署、㈱

大井川鐵道、㈱ユニー（アピタ島田店）、㈱エンチョー（ジャンボエ

ンチョウ島田店）、㈱ケーズホールディングス（ケーズデンキ島田

店）

訓 練 想 定

Ｘ国から弾道ミサイルが発射され、我が国に飛来する可能性がある

と判明し、Ｊアラートによる警報が発せられる。その後、ミサイル

は、ＳＭ－３による迎撃が成功し、破壊される。

主 要

訓 練 項 目

○宝来町周辺（複合商業施設周辺）

・ 市内全域の防災行政無線等による住民への情報伝達

・ 住民の屋内等への避難行動

・ 商業施設従業員等の避難誘導等

・ 避難住民に対する応急配食

○大井川鐵道家山駅周辺

・ エムネット等を受信した運転指令から運行中の車両への情報伝達

・ 携帯メール等による車両内の乗客への情報伝達

・ 運転士の運行中の車両の緊急停止及び乗客への指示

・ 乗客の車内における避難行動等



３ 参加人員等

（１）訓練参加人員：242名

・訓練参加者：202名

・訓練統制員：40名

（２）参観者：13団体(32名)

（３）報道機関：11社(20名)

４ 訓練の成果と課題

（１）成果

ア 情報伝達訓練

・ Jアラートにより伝達される国民保護サイレン音及び引き続き発せられるミサイル関

連情報の内容等を訓練参加住民を中心に島田市民が確認

・ 防災行政無線（屋外スピーカー、戸別受信機等）、エリアメール(市民防災メールで

模擬)等の緊急情報が伝達される手段を訓練住民等が確認

・ エムネットにより伝達される緊急情報の内容等を、地方行政機関（島田市）及び指定

地方公共機関（大井川鐵道）が確認

イ 屋内避難等訓練

・ 弾道ミサイルが発射された際に、周辺建物に避難する等の基本的な対応行動を訓練参

加者等が理解

・ 窓から離れる、姿勢を低くする、頭部を保護する等の屋内等における対応行動を訓練

参加住民等が理解

・ 商業施設等の従業員、指定地方公共機関の職員等が、ミサイル発射情報等の緊急情報

が発せられた際の来場者及び乗客等への対応要領を確認

ウ その他

・ ニュース報道等を通じて、弾道ミサイル発射時の対応行動等を県民等に周知

（２）課 題

・ Jアラートによる避難指示が発せられた際、ミサイル飛来までの時間的余裕がなく、

またミサイル関連情報（弾頭種別、着弾予想地点等）についても、初期の緊急情報では

明らかにされない可能性が高く、個人による適切な避難先（自宅内に留まる、付近に伏

せる、又はより頑丈な建物に避難する等）の選択が困難な場合がある。

・ 住民の通常居住していない場所（河川敷、橋上等）、大型商業店舗内等では、防災行

政無線の屋外スピーカーによる情報の伝達が困難な地域がある。

・ 周辺地域での着弾等、初動の対応行動以後の対応が不明確



５ 今後の対応

・ 今回の訓練実施状況を記録動画の配布等により各市町に伝え、それぞれの市町での対応行

動等の訓練実施の呼びかけを行う。

・ 各種の状況に応じた具体的な対応行動の明示について、国へ要望する。

・ Ｊアラート、エムネット等の緊急情報の伝達手段の定期的な確認及び操作要領等の習熟

・ 地域のＦＭラジオ、ケーブルＴＶでの緊急情報の伝達等、伝達手段の多様化の推進

・ 公共交通機関、商業施設・各種公共施設・学校等、多くの人々が集まる施設等における運

営団体職員等の緊急情報発報時の対応要領の整備の働きかけ

・ 率先して住民避難行動を行うリーダー的住民の育成

別添：各会場の訓練実施状況（写真）






